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学校法人 研伸学園 

 

１ 法人の概要 

１） 設置等 

   学校法人研伸学園・愛知きわみ看護短期大学は、平成 15 年 4 月 30 日に設置認可を文部科

学省に申請し、同年 11 月 27 日に文科高第 588 号により、学校法人研伸学園の設置が認可と

なった。愛知きわみ看護短期大学は、文部科学省の設置認可に基づき平成 16年 4 月 1 日に修

業年限 3 ヵ年の看護学科（入学定員 80 人）を置く短期大学として設置された。 

  また、平成 26年 9月理事会において、4年制大学の設置が承認され、平成 27年 10月 30日 

 文部科学省に申請し、平成 28 年 10月 31日に 28文科高第 693号により、一宮研伸大学の設置

認可が下り平成 29 年 4月開学する。 

  一宮研伸大学の設置認可に伴い、平成 28 年 10月 31 日教授会及び平成 28年 11 月 10日理事

会において、平成 29年 4月愛知きわみ看護短期大学の学生募集を決定した。 

 

２） 建学の精神 

   本学園の建学の精神は、第一に地域に密着し、教養・技術の向上はもとより、地域の要請

に応え、時機に即した教育を具体的に展開していくことにある。第二に、社会がいかに大き

く変わろうとも、建学の精神を一貫して堅持していくことである。すなわち「生命の尊重と

人間の尊厳を理念として、幅広い教養と豊かな人間性を持ち、誠実・親切に人々と相互信頼

を保ちながら、看護を実践し広く社会に貢献できる看護師を育成する。」ことである。 

   

３） 教育理念 

建学の精神に基づき幅広い教養と豊かな人間性を持ち、誠実、親切に人々と相互信頼を保ち

ながら、様々な環境・条件に応じて、看護の専門知識・技術を総合的な判断により創造的に対

処・適応させる実践力の育成、臨床能力と調整能力をあわせた看護実践力の確かな育成をする

ことにより、健康福祉の向上に貢献できる看護師を育成する。 

 

４） 教育目標 

   深い専門の知識・技術を持つ看護実践力のある人材を育成するための目標である。 

１） 人間を総合的に理解し対象の人権、価値観、尊厳を尊重した姿勢を堅持することがで

きる人材を育成する。 

２） 誠実な心で共感をもって人々に接することができる人材を育成する。 

３） 学んだ知識・技術を活用し、対象の成長・自己実現を援助するとともに自身も成長す

ることができる人材を育成する。 

４） 看護の専門知識・技術を総合的な判断により創造的に対象に適応させた看護の実践が
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できる人材を育成する。 

５） 研究に関心を持ち自ら向上させるように主体的に学習を継続する能力を持つ人材を育

成する。 

６） 看護の担うべき役割を展望し、発展させ得る基盤となる能力を持つ人材を育成する。 

７） 社会の多様な情報を生かし、地域社会の発展に寄与する基盤を持つ人材を育成する。 

 

５） 設置する学校・学科 

   愛知きわみ看護短期大学  看護学科   

 

６） 入学定員と平成 28 年度収容定員・現員（平成 28 年 5 月 1 日現在）    

学  科 定 員 収容定員 現 員 

看護学科 80 人 240人 243人 

 

 【参考】平成 29 年度の入学定員と学生数の状況（平成 29 年 5 月 1 日現在） 

           一宮研伸大学 

学  部 学 科  定 員 収容定員 現 員 

看護学部 看護学科  80人 332人 97 人 

 

           愛知きわみ看護短期大学 

学  科 定 員 収容定員 現 員 

看護学科 80 人 160人 167人 

７） 入試に関する状況                                  

種

別 

年

度 
志願者数 (人) 受験者数 (人) 合格者数 (人) 入学者数 （人 

推

薦 

24 ７０ ６９ ３５ ３５ 

25 ６２ ６２ ４０ ４０ 

26 ５１ ５１ ４０ ４０ 

27 ４７ ４７ ３９ ３９ 

28 ２６ ２６ ２６ ２６ 

一

般 

24 ２５６ ２３３ ８４ ４４ 

25 ２３３ ２１２ ７６ ３９ 

26 ２７５ ２３２ ８６ ３５ 

27 １６３ １３７ ９６ ３９ 

28 １５６ １２１ １１３ ４７ 

社

会

人 

24 ３１ ３０ ５ ５ 

25 １７ １７ ３ ３ 

26 １６ １５ 1 １ 

27 ５ ５ ３ ３ 
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28 １１ ９ ８ ８ 

学

士 

24 ９ ８ １ １ 

25 ５ ４ ２ ２ 

26 ６ ５ １ １ 

27 ５ ５ ２ ２ 

28 ２ ２ ２ ２ 

専
門 
 
高
校 

24 ５ ５ ０ ０ 

25 ３ ３ １ １ 

26 １ １ １ １ 

27 ２ ２ １ １ 

28 １ １ １ １ 

 

 

計 

24 ３７１ ３４５ １２２ ８５ 

25 ３２０ ２９８ １２７ ８５ 

26 ３４９ ３０４ １２９ ７８ 

27 ２２２ １９６ １４１ ８４ 

28 １９６ １５９ １５０ ８４ 

 

 【参考】一宮研伸大学 

種

別 

年

度 
志願者数 (人) 受験者数 (人) 合格者数 (人) 入学者数 （人） 

推

薦 
29 ４０ ３９ ３８ ３６ 

一

般 
29 １９０ １７５ １２７ ６０ 

特

別 
29 ４ ３ １ １ 

計 29 ２３４ ２１７ １６６ ９７ 

 

８） 資格試験結果の概要 

ア）平成２８年度看護師国家試験合格者 

  ６４名（受験者６６名）合格率 ９７．０％ 

イ） 診療情報管理士認定試験合格者 

   平成２０年度から、看護師免許以外の資格として、診療情報管理士を目指    

     すスーパーナース育成のため、国際疾病分類７科目の講義を開講してきた。 

     ２８年度受験者 1名であったが、合格者はいなかった。 
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９） 役員・教職員の概要（平成 28 年 5 月 1 日現在） 

ア） 役員の概要 

理 事  6 人（理事長含む） （寄附行為第 5 条第 1 項第 1号） 

監 事  2 人 （寄附行為第 5条第 1項第２号） 

区  分 氏  名 摘    要 

理事長 伊藤 伸一 平成 15年 12月理事就任 

同年   12月理事長就任 

理 事 土井まつ子 平成 27年 4 月理事就任 学長 

理 事 末岡 煕章 平成 18年 12月理事就任 

理 事 中北 武男 平成 15年 12月理事就任 

理 事 下郷  宏 平成 22年 5 月理事就任 

理 事 野村 直孝 平成 26年 9 月理事就任 

監 事 安江 嘉髙 平成 18年 12月監事就任 

監 事 花木 利明 平成 15年 12月監事就任 

             

 

イ） 評議員  13人 （寄附行為第１７条第 1 項第２号） 

 

ウ） 理事会の開催回数   4回 

 

エ） 評議員会の開催回数  5回 

 

オ） 教職員の概要 （平成 28年 5月 1 日現在）          （人）      

職 教授 准教授 講師 助教 助手 小計 事務職 合計 

人

数 

4 3 4 9 3 23 13 

パート 2 

36 

パート 2 

         

          【参考】平成 29年 5月 1日現在における教職員の概要            （人） 

職 教授 准教授 講師 助教 助手 小計 事務職 合計 

人

数 

10 3 10 9 3 35 13 

パート 4 

48 

パート 4 

 

１０）  将来計画 

本学の将来構想に基づき、平成２９年度開学を目指し、４年制大学の設置申請を平成２

７年１０月３０日に提出した。翌年、平成２８年１０月３１日に文部科学省から一宮研伸

大学の設置認可が下りた。新校舎の増築と既設校舎の改修、運動場の整備、図書館の拡充、

図書や教学備品の整備及び教学システムの導入などを行った。 

 さらに、３号館をはじめ年次計画を立てながら順次整備を行う。 



6 
 

また、特別広報委員会と特別入試委員会を設置し、両委員会を中心に、４年制大学開学

に向けて、従来の広報活動に加えてホームページのリニューアルやオープンキャンパス、 

高校訪問などの活動を計画立てたが、開学後は、各委員会主導のもと学生確保に努める。 

教育研究面においては、完成年度に向けて更なる充実を図る。 

１１）  施設・設備 

4 年制大学設置に向けて、新校舎の増築工事、既設校舎の改修を行った。また、設備にお

いては、大学設置経費に伴う整備を行った。 

また、3号館を始め年次計画を立て、順次整備を行う予定である。 

さらには、経費節減に努めるべく、警備システムはじめ諸経費等の見直しを進行中である。 

 

１２）  教育 

「学生支援センター」の廃止に伴い、その任務を教務委員会と学生委員会に委譲するこ

ととした。同時に学生の修学を支援するために、留年となった学生が上位学年の科目を

学修できるようにした。また、平成２７年度新入生からは履修規程を改正し、仮進級制

や上位学年科目とともに、下位学年科目についても、休学することなく、学修の機会を

与えるようにした。また、実習科目については、再実習や追実習ができるように規程を

改正した。また、図書館の機能を向上させるために、電子ジャーナルや電子図書の導入

を行った。 

「学習支援」活動は、教務委員会の指導教員制により、専任講師以上の教員が各学年７～ 

８名の担当制となっており、教員の空き時間に連絡を取って教育指導が行われている。 

 また、修学上の困難を持つ学生への対応として本年度より、学年主任・副主任を置き

指導を行っても修学態度に変化が見られない場合は保護者を交えて３者面談を行った。 

学修支援センターが行っている活動は、基礎学力である数学や生物に関し、センター

所属の助教が個別指導を行っているほか、最近話題となっている、大学生の「学士力不

足」を補うため、入学試験合格者を対象に、２回のスクールタイプの入学前教育を実施

し、基礎学力試験の実施を行った。第２回の参加者は入学者全員の参加となった。 

 「健康支援」は、定期健康診断、インフルエンザワクチン接種、学校医対応、保健管理 

等、健康に関する企画を担当し、健康で修学できるよう配慮している。看護学生である 

ことから、日頃から自己の健康管理に努める他、健康問題を意識付けるよう指導してい 

る。また、最近では、メンタルヘルスも健康支援の大きな課題となり、臨床心理学の専 

門家（本学非常勤講師）による学生相談を実施し、多くの学生からの相談を受けている。 

引き続き学生相談を実施していく。 

 「キャンパスライフ支援」は、キャンパスアメニテイの向上を目指し、学生の声を取り上 

げ、発案箱に投書があった場合はすみやかに学内で検討し、対策を掲示板などで周

知している。駐輪場の整理、学習室における飲食対応の改善により小さなキャンパ

スでも使いやすく綺麗なキャンパスとなることを心がけている。 

 また、新館（４号館）１階には学生が自由に利用できる、学生ｻﾛﾝを設置して学生

の利便性を図った。 

 「同窓会支援」は、卒業生を取りまとめ、まだまだ若い卒業生に、同窓会の組織を 

意識付けし、卒業生との連携を深めていくことの指導を行っている。平成２９年３ 

月卒業生も含め、担当者を増やし、企画の立ち上げ等を進めるよう指導を行ってい
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く。 

 

 「進路（就職・進学）支援」は、学生委員会により進路希望に関する状況把握が行わ 

れており、委員長、委員を始め教職員全員で、就職関連資料を整理し・閲覧し、参 

考図書及びパソコンにより、懇切丁寧に指導を行っている。 

 

１３）  その他の事業活動 

    少子高齢化が進む中、大学、特に短期大学を取り巻く環境は非常に厳しいものがある。 

その他の事業活動として、平成２８年度に実施してきたおもな事業の概要については、

次のとおり示す。 

 

ア） 在学生と卒業生との交流 

本学の恒例となっている企画で、それぞれの病院で活躍している本学の卒業生 

７名を招き、４月１９日（火）に行われた。看護師国家試験対策や就職先を決めた

理由及びその病院での体験等について報告があった。その後に、個別のコーナーで、

在学生が、興味ある病院の体制や勤務状況、さらに国家試験対策の具体的な問題集

などについて、積極的に意見交換する交流会を開催した。交流会では、在学生から

「現場の話が聞けてよかった。」等の反響があり、友好的な雰囲気の交流会となっ

た。 

    イ）学園祭（第１１回きわみ祭）開催 

１０月２２日(土)に第１１回目「“SHARE HAPPY 11”」のテーマで開催 

された。模擬店、看護体験等の企画で盛大に行われた。 

ウ） チアフル運動会を本学において開催。 

地域のグループホーム「チアフル」が主催する運動会が本年度も１０月３０日

(日)に開催された。認知症の高齢者を抱える家族とのふれあいの場ともなり、地

域に根ざした活動として、本学も積極的に協力し、事務局スタッフ３名を始め高

齢者看護学の教員３名、学生ボランテイア１３名が運営や出場者として参加しま

した。 

エ） 公開講座の開催 

平成２８年度の公開講座は、「防災関連」に関する１１月１２日（土）に開催し

た。 

近年地震が多発しており大きな被害が出ています。講師に一宮市役所の危機対策

室の方を招いて「大規模災害に備えよう」と題して行われた。 

 併せて、本学学長や教員により、実際に災害にあった時の対応について講演が

あった。 

オ） 平成２８年度臨地実習立志式を開催 

 １年次の学修を終えようとしている学生が、今後予定されている各臨地実習に 

おいて主体的に取り組むことができるように「基礎看護学実習Ⅱ」に先立って看

護師を目指す決意を新たにするため、１月１２日（木）に本学きわみホールにお

いて開催された。短期大学の最後となる立志式では、第１３期生学生全員でオリ

ジナルの「誓いの言葉」を宣誓した。幻想的な雰囲気の中、実習への決意が示さ

れた。         
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    キ）貴船小学校の教育に参加   

       ３月１０日（木）に地域の小学校である貴船小学校の初経教育に本学１年生が８ 

      名参加した。看護職を目指す学生が子供たちとの交流の中で判り易く身体の変化等      

      について話し、学生も児童との友好的な交流ができた。 

ク） 寄附金の募集 

       平成２７年度より、特定公益増進法人の寄附金及び受配者指定寄附金の募集を開 

      始し、数名の方々から寄附金をいただいた。この寄附金は、教育施設・設備の充実 

      のために活用させていただくものです。 

    ケ）シミュレーション教育の実施 

       本年度から実施を行った、シミュレーション教育を１２月２６日及び３月２７日

に実施した。 

    コ）ハラスメント講習会の実施 

       ８月２９日に大学とハラスメント～コミュニケーションを考えて防止する～ 

      をテーマに名古屋大学ハラスメント相談センターの講師により、アカハラ・パワハ

ラ・セクハラ等の講習会を全教職員対象に実施した。 

 

  財務の概要 

    平成２８年度の決算については、別添のとおりである。 
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【資金収支計算書／資金収入の部】

法人全体分 うち短期大学分 法人全体分 うち短期大学分 法人全体分 うち短期大学分

学生生徒等納付金収入 325,350 325,350 306,100 306,100 329,408 329,408
手数料収入 7,350 7,350 6,819 6,819 8,074 1,054
寄附金収入 0 0 20,201 20,201 161,000 0
補助金収入 62,825 62,825 61,165 61,165 60,699 60,699
資産運用収入 615 615 - - -
資産売却収入 0 0 0 0 0 0
付随事業・収益事業収入 0 0 0 0 0 0
受取利息・配当金収入 - - 224 224 52 51
雑収入 13,129 13,129 5,668 5,668 5,004 4,974
借入金等収入 0 0 0 0 0 0
前受金収入 72,600 - 73,950 - 93,410 -
その他の収入 7,656 - 281,638 - 3,489 -
資金収入調整勘定 △          76,550 - △          75,602 - △          74,999 -
前年度繰越支払資金 770,903 - 717,593 - 974,103 -
収入の部合計 1,183,879 409,270 1,397,758 400,177 1,560,240 396,186

【資金収支計算書／資金支出の部】

法人全体分 うち短期大学分 法人全体分 うち短期大学分 法人全体分 うち短期大学分

人件費支出 236,456 231,788 237,898 233,002 235,162 228,153
教育研究経費支出 81,242 81,242 63,168 63,168 79,721 67,612
管理経費支出 51,578 51,179 69,843 52,879 68,991 27,773
借入金等利息支出 0 0 0 0 0 0
借入金等返済支出 0 0 0 0 0 0
施設関係支出 48,067 0 40,676 0 626,554 133,282
設備関係支出 9,558 9,558 11,718 11,718 92,581 61,814
資産運用支出 30,048 - 25 - 0 -
その他の支出 18,283 - 9,950 - 13,356 -
資金支出調整勘定 △          8,947 - △          9,625 - △          37,862 -
次年度繰越支払資金 717,593 - 974,102 - 481,737 -
支出の部合計 1,183,879 373,767 1,397,758 360,767 1,560,240 518,634

資金収支計算書

【資金収支計算書／資金支出の部】
（単位：千円）

（単位：千円）

【資金収支計算書／資金収入の部】

（単位：千円）

区　　分
平成26年度 平成27年度 平成28年度

区　　分
平成26年度 平成27年度 平成28年度

（単位：千円）

0 100,000 200,000 300,000 400,000 500,000 600,000 700,000 800,000

平成28年度 

平成27年度 

平成26年度 

学生生徒等納付金収

入 
手数料収入 

寄附金収入 

補助金収入 

資産運用収入 

受取利息・配当金収

入 
雑収入 

前受金収入 

0 200,000 400,000 600,000 800,000 1,000,000 1,200,000

平成28年度 

平成27年度 

平成26年度 
人件費支出 

教育研究経費支

出 
管理経費支出 

施設関係支出 

設備関係支出 
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（単位：千円）

24 25 26 27 28

- - - 306,100 329,408

- - - 6,819 8,074

- - - 20,201 11,000

- - - 61,165 60,699

- - - 5,668 5,004

- - - 399,953 414,185

- - - 237,898 235,162

- - - 63,168 79,721

- - - 69,843 68,991

- - - 0 0

- - - 370,910 383,874

- - - 29,043 30,311

- - - 6,272 20,920

- - - 35,316 51,231

- - - 270,267 0

150,000

- - - 270,267 150,000

- - - 40,676 626,554

- - - 11,718 92,581

- - - 25

- - - 52,419 719,135

- - - 217,847 △ 569,135

- - - 0 26,986

- - - 217,847 △ 542,148

253,163 △ 490,917

- - - 2,840

- - - 280 486

- - - 3,121 486

- - - 224 52

- - - 3,345 538

- - - 0 1,987

- - - 0

- - - 0 1,987

- - - 3,345 △ 1,448

- - - 0 0

- - - 3,345 △ 1,448

- - - 256,509 △ 492,365

- - - 717,593 974,103

- - - 974,102 481,737

施設設備寄付金収入

差引

調整勘定等

施設整備等活動資金収支差額

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
資
金
収
支

その他の活動資金支出計

施設整備等活動資金収入計

支
出

施設関係支出

設備関係支出

施設整備等活動資金収支出計

支払資金の増減額

前年度繰越支払資金

翌年度繰越支払資金

差引

調整勘定等

施設整備等活動資金収支差額

小計

小計

受取利息・配当金収入

収
入
の
部

預り金受入収入

科研費預り金収入

その他の活動資金収入計

支
出

預り金支払支出

調整勘定等

教
育
活
動
に
よ
る
資
金
収
支

教育活動資金収支差額
施
設
整
備
等
活
動
に
よ
る
資
金
収
支

収
入

減価償却引当特定資産取崩収入

差引

雑収入

教育活動資金収入計

支
出

人件費支出

教育研究経費支出

管理経費支出

徴収不能額等支出

教育活動支出計

減価償却引当特定資産繰入支出

活動区分資金収支計算書

科目
年度

収
入

学生生徒等納付金収入

手数料収入

一般寄付金収入

経常費補助金収入
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（単位：千円）

24 25 26 27 28

343,008 327,616 325,350 306,100 329,408

10,437 11,300 7,350 6,819 8,074

11 0 469 20,201 11,000

67,053 64,974 62,825 61,165 60,699

0 0 0 0 0

8,344 12,887 13,129 5,670 5,004

428,853 416,777 409,123 399,955 414,185

232,895 238,227 241,204 239,125 234,832

103,150 106,463 112,194 90,206 120,347

54,529 56,858 57,560 75,268 73,889

0 0 0 0 0

390,574 401,548 410,958 404,601 429,068

38,279 15,229 △ 1,835 △ 4,645 △ 14,883

166 177 233 224 52

0 0 382 0 0

166 177 615 224 52

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

166 177 615 224 52

38,445 15,406 △ 1,220 △ 4,420 △ 14,831

0 0 0 0 0

0 0 0 148 150,454

0 0 0 0 150,454

133 42 348 286 2,529

0 0 0 0 0

133 △ 42 348 286 2,529

△ 133 △ 42 △ 348 △ 137 147,926

38,312 15,362 △ 1,568 △ 4,558 133,095

△ 10,823 △ 5,673 △ 58,125 △ 52,256 △ 690,074

27,489 9,688 △ 59,693 △ 56,815 △ 556,979

423,357 450,846 460,535 400,841 344,027

450,846 460,535 400,841 344,026 △ 212,952

（参考）

429,021 416,954 409,738 400,329 564,691

390,708 401,592 411,306 404,887 431,597

翌年度繰越収支差額

当年度収支差額

年度
区　　分

教育活動収支差額
教
育
活
動
外
収
支

収
入
の
部

受取利息・配当金収入

その他の教育活動外収入

教育活動外収入計
支
出
の
部

借入金等利息

その他の教育活動外支出

教育活動外支出計

教育活動外収支差額

経常経費差額

事業活動収支計算書

教
育
活
動
収
支

収
入
の
部

学生生徒等納付金収入

手数料収入

寄附金収入

補助金収入

付随事業収入

雑収入

教育活動収入計

支
出
の
部

人件費支出

教育研究経費支出

管理経費支出

徴収不能額等支出

教育活動支出計

特
別
収
支

収
入
の
部

資産売却差額

その他の特別収入

特別収入計
支
出
の
部

資産処分差額

その他の特別支出

教育活動外支出計

特別収支差額

基本金組入前当年度収支差額

基本金組入額合計

前年度繰越収支差額

事業活動支出計

事業活動収入計

学生生徒等 
納付金収入 

76.5% 

手数料収入 
1.4% 

寄附金収入 
1.9% 

補助金収入 
10.7% 

雑収入 
0.9% 

受取利息・配

当金収入 
0.0% 

その他の特

別収入 
26.6% 

学生生徒等納付金収

入 

手数料収入 

寄附金収入 

補助金収入 

雑収入 

受取利息・配当金収入 

その他の特別収入 

【平成28年度】 
【事業活動収支計算書／収入の部】 

人件費支出 
54.4% 

教育研究経

費 
支出 

22.3% 

管理経費支

出 
17.1% 

資産処分差

額 
0.6% 人件費支出 

教育研究経費支出 

管理経費支出 

資産処分差額 

【平成28年度】 
【事業活動収支計算書／支出の部】 
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24 25 26 27 28

54.3% 57.1% 58.9% 59.7% 56.7%

67.9% 72.7% 74.1% 78.1% 71.3%

24.0% 25.5% 27.4% 22.5% 29.1%

12.7% 13.6% 14.0% 18.8% 17.8%

8.9% 3.7% -0.4% -1.1% 23.6%

93.4% 97.6% 117.0% 116.4% -344.2%

80.0% 78.6% 79.4% 76.5% 79.5%

0.0% 0.0% 0.1% 5.1% 1.9%

15.6% 15.6% 15.3% 15.3% 10.7%

2.5% 1.4% 14.2% 13.1% 122.2%

12.4% 12.2% 9.0% 8.0% 10.6%

- - - -1.1% -3.6%

- - - -1.1% -3.6%

管理経費
経常収入

事業活動収支計算書 財務比率（５年間）

比率名 算出方法
年度

人件費比率
あ　人件費　あ

経常収入

人件費依存率
あ　　　人件費　　　あ

学生生徒納付金

教育研究経費比率

学生生徒納付金比率
学生生徒納付金

経常収入

教育活動収支差額比率
教育活動収支差額
教育活動収入計

寄付金比率
あ　　寄付金　　あ

事業活動収入

補助金比率
あ　　補助金　　あ

事業活動収入

基本金組入率
基本金組入額
事業活動収入

減価償却額比率
減価償却額
経常支出

経常収支差額比率
経常収支差額

経常収入

教育研究経費
経常収入

管理経費比率

事業活動収支差額比率
基本金組入前当年度収支差額

事業活動収入

基本金組入後収支比率
あ　　　　　事業活動支出　　　　　あ

事業活動収入-基本金組入額

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

120.0%

140.0%

24 25 26 27 28

学生生徒納付金比率 

寄付金比率 

補助金比率 

基本金組入率 

-400.0%

-300.0%

-200.0%

-100.0%

0.0%

100.0%

200.0%

24 25 26 27 28

人件費比率 

人件費依存率 

教育研究経費比率 

管理経費比率 

基本金組入後収支比率 

事業活動収支差額比率 

【事業活動収支計算書 財務比率（5年間）①】 

【事業活動収支計算書 財務比率（5年間）②】 
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科　　目 平成26年度末 平成27年度末 平成28年度末
固定資産　 1,429,921 1,179,472 1,851,009
　　有形固定資産 1,149,158 1,163,032 1,818,732
　　その他の固定資産 280,762 16,440 32,277
　　　　有価証券 0 0 0
　　　　長期貸付金 0 0 0
　　　　減価償却引当特定資産 270,241 0 0
　　　　第３号基本金引当預金 0 0 0
　　　　施設利用権 103 84 66
　　　　長期性預金 0 0 0
　　　　保証金 3,740 3,740 3,740
　　　　ソフトウェア 6,677 12,615 28,470
流動資産 726,929 978,958 485,618
　　　　現金預金 717,593 974,102 481,737
　　　　未収入金 8,250 3,002 1,049
　　　　短期貸付金　　 0 0 0
　　　　貯蔵品　　 0 2 2
　　　　有価証券 0 0 0
　　　　前払金 1,084 1,851 2,829
資産の部合計 2,156,850 2,158,431 2,336,627

（単位：千円）

科　　目 平成26年度末 平成27年度末 平成28年度末
固定負債 18,525 19,753 40,626
流動負債 82,031 86,943 111,170
　　　　前受金 72,600 73,950 93,410
　　　　未払金 8,099 8,540 14,807
　　　　預り金 1,332 4,453 2,953
負債の部合計 100,556 106,697 151,797

（単位：千円）

基本金合計 1,655,450 1,707,707 2,397,781
消費収支差額 400,841 344,026 △ 212,952
純資産の部合計 2,056,292 2,051,733 2,184,828
負債及び純資産の部合計 2,156,850 2,158,431 2,336,627

（各年度末日現在／単位：千円）

負債の部

純資産の部

貸借対照表

（各年度末日現在／単位：千円）
資産の部

【貸借対照表/資産の部】

（各年度末日現在／単位：千円）

【貸借対照表/負債の部】

0 500,000 1,000,000 1,500,000 2,000,000 2,500,000

平成28年度末 

平成27年度末 

平成26年度末 
固定資産  

流動資産 

0 20,000 40,000 60,000 80,000 100,000 120,000 140,000 160,000

平成28年度末 

平成27年度末 

平成26年度末 
固定負債 

流動負債 











学校法人会計について（企業会計との違い） 
 
企業会計は、会計の世界の一般法的立場にあり、会計処理に関する原則、手続き、表示方

法等を完備した体系をもっている。これらは、学校法人会計においても踏襲し、概ね準拠し、

学校法人会計基準として採用されている原則、方法である。しかし、そうはいっても企業会計と

学校法人会計には、いくつかの点で違いがある。 
 
Ⅰ.学校法人会計と企業会計との目的の違いについて 

企業会計では、会計によって主として収益と費用を正しくとらえ、会計年度の正しい損益を

計算し、併せて企業の財政状態、すなわち資産・負債及び資本の状態を知ることによって、よ

り収益力を高め財政的安全性等を図ることを目的としている。一方、学校法人は、教育研究活

動により、社会に有為な人材を育成することを目的とし、その収入の大部分は、学生生徒等の

納付金や国・地方公共団体からの補助金で構成され、極めて公共性の高い公益法人であり、

企業のように収益の獲得を目的とするものではない。したがって、学校法人の会計には、損益

の計算という目的はなく、また、一般の企業に比べてより一層の永続性が望まれる。 

 

Ⅱ．財務諸表（計算書類）の体系について 

企業会計における財務諸表・・・・ 

損益計算書、貸借対照表、キャッシュフロー計算書 

学校法人会計における財務諸表（計算書類）・・・・ 

資金収支計算書、事業活動収支計算書、貸借対照表 

 

Ⅲ．資金収支計算書とキャッシュフロー計算書について 

資金収支計算書は、教育研究活動を示した全ての資金の収入と支出を明らかにし、支払資

金の顛末をあらわす計算書である。この計算書の特徴は、収入と支出を全て現金預金で行わ

れたものとみなして表示し、計算書の末尾に、実際は現金預金の収支ではない期末未収入金、

前期前受金、期末未払金などを資金収支の調整勘定として差引調整計算し、期末現金預金

残高を次年度繰越支払資金として表示するところが特徴である。 

キャッシュフロー計算書は、期中の実際の資金の収支を三つの区分に分けて表示し期末資金

残高を表示する。 

 

Ⅳ．事業活動収支計算書と損益計算書について 
事業活動収支計算書は、計算技術的には企業会計の損益計算書に似ているが、前者は

学校法人の事業活動収入と事業活動支出を明らかにして収支の均衡状況を表すものである。

後者は獲得した収益と、そのために費やした費用を対比して実現した利益を表す。これは両

者の会計目的の違いに由来するが、両計算書の本質的な違いを示すのが基本金組入額であ



る。学校の持続的経営のために取得した固定資産を「保持すべき資産」とし、事業活動収支か

ら「保持すべき資産」分を基本金組入額として控除され、その控除後の差額が当年度収支差

額として計算されるが、これは収支の均衡の程度を示すだけで、企業会計の損益の概念とは

異なるものである。 

 

Ⅴ．貸借対照表について 

貸借対照表の学校法人会計と企業会計との違いの一つは、科目の配列法にある。学校法

人の主要な財産は固定資産から構成されているので、固定資産から配列される「固定制配列

法」が採用されており、企業会計は、流動資産から配列する「流動性配列法」を採用する。 

もう一つの大きな違いは、資産と負債の差額を表示する部分である。企業会計では、「資産－

負債＝純資産」で、純資産を資本という。資本は、主として株主から調達された資本と、営業活

動から得た利益の累積額である利益剰余金等からなる。学校法人では、「資産－負債＝正味

財産」で、資本という概念はない。正味財産は、基本金と翌年度繰越収支差額との合算額で

ある。なお、基本金とは資金の留保取引で、同じく資金の留保処理である減価償却額と合わ

せて概ね二重に資金の留保処理を学校法人に求められていることになる。これも営利事業と

は異なり、学校経営の健全な永続という学校法人会計特有の会計処理である。 

 

 
  



計算書類の科目について 

 

Ⅰ．資金収支及び事業活動収支計算書に共通して表れる主な科 目 
 学生生徒等納付金収入 授業料、入学金、実験実習費等学生から納入されるもの

で、収入の内で最も大きな割合を占める。 

手数料 入学検定料、試験料、証明手数料をいう。 

補助金 国や地方公共団体及びこれに準ずる機関から交付される

補助金をいう。 

受取利息・配当金収入 受取利息・配当金などの収入をいう。 

雑収入 設備施設利用料や学校法人に帰属する上記の各収入以

外の収入をいう。 

人件費支出 教員人件費、職員人件費、退職金等をいう。 

教育研究経費支出 教育研究のために要する経費をいう。 

管理経費支出 教育研究経費以外の経費をいう。 

 

Ⅱ．資金収支計算書にのみ表れる主な科目 

資産売却収入 不動産、有価証券などの売却による収入をいう。 

前受金収入 翌年度入学の学生生徒等の納付金収入、その他の前受に

よる収入をいう。 

その他の収入 前期末未収入金、預り金収入等をいう。 

資金収入調整勘定 期末未収入金、前期末前受金をいう。 

施設関係支出 土地支出、建物支出、構築物支出等をいう。 

設備関係支出 教育研究用機器備品支出、その他の機器備品支出、図書

支出等をいう。 

資産運用支出 引当特定資産への繰入支出、有価証券購入支出をいう。 

その他の支出 前期末未払金支出、前払金支払支出等をいう。 

資金支出調整勘定 期末未払金、前期末前払金をいう。 

 

Ⅲ．事業活動収支計算書にのみ表れる主な科目 

資産売却差額 資産売却収入が、その資産の帳簿残高を超えた場合、そ

の超過額をいう。 

基本金組入額 学校法人が、その諸活動の計画に基づき必要な資産を継

続的に保持するために維持すべきもの として、その帰属

収支のうちから組入れた金額を基本金といい、次の四つの

区分に相当する金額を組入れる。 



１号基本金 学校法人が設立当初に取得した固定資産で教育の用に供

されるものの価額又は新たな学校の設置、既設の学校の

規模の拡大もしくは教育の充実のために取得した固定資

産の価額。 

２号基本金 学校法人が新たな学校の設置又は既設の学校の規模の

拡大もしくは教育の充実向上のために将来取得する固定

資産の取得に充てる金銭その他の資産の額。 

３号基本金 基金として継続的に保持し、かつ運用する金銭その他の資

産の額。 

４号基本金 恒常的に保持すべき資金として別に文部科学大臣が定め

る額。 

資産処分差額 資産売却収入が、その資産の帳簿残高よりも少ない場合、

その不足額をいう。 

 

Ⅳ．貸借対照表に表れる主な科目 

  

翌年度繰越収支差額 本年度以前の各年度において当年度の事業活動収支から

当年度の基本金組入額を差し引いた差額の本年度までの

累計をいう。 
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